
 
平成２９年３月２１日 

   航 空 局 運 用 課 

 

「航空法関係手数料令の一部を改正する政令」について 

 

 

１．背  景 

航空法関係手数料令（平成９年政令第 284号）は、航空機の製造・修理・改造等を行う事業

場の認定や航空保安施設等の完成検査等に係る手数料等の額を定めている。 

本邦外にある事業場の認定は、相互承認協定（BASA）の締結・拡大により、今後、職員を検

査のために出張させることなく認定を行うケースが想定され、申請手数料について、本邦外に

職員を出張させる場合に限り、旅費相当額の加算を求める必要がある。 

また、国土交通大臣が航空機（飛行検査機）を用いて行う航空保安施設の検査について、新

たな飛行検査機の導入により経費が削減されたことから手数料の見直しを行う必要がある。 

 

２．概  要 

（１）本邦外の事業場について行う認定を受けようとする者について、実地検査のために国土

交通省の職員がその地に出張するものに限り、旅費相当額の加算を求めることとする。 

（２）航空保安施設の完成検査等の手数料のうち、飛行検査機を使用して航空保安施設の完成

検査等を行う場合の手数料の額を引き下げる。 

 

３．スケジュール 

公 布 ： 平成２９年 ３月２４日（金） 

施 行 ： 平成２９年 ４月 １日（土） 

 

【問い合わせ先】 

 （認定事業場関係） 

  国土交通省航空局 安全部 航空機安全課 大井 

         電 話：03-5253-8111（内線 50246） 

             03-5253-8735（夜間直通） 

         F A X：03-5253-1661 

 （飛行検査関係） 

国土交通省航空局 交通管制部 運用課 中谷・高橋 

電 話：03-5253-8111（内線 51344） 

03-5253-8753（夜間直通） 

         F A X：03-5253-1664 

 

航空保安施設の完成検査等に使用する航空機を新しくしたため、当該完成検査等に係る

手数料の額を引き下げる等の改正を行います。 


